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国立大学法人京都大学支援職員就業規則に定める短時間勤務支援職員の取扱いについて 

 
 
標記のことについて、国立大学法人京都大学支援職員就業規則（令和４年達示第３号。以

下「就業規則」という。）第２条第２項に定める短時間勤務支援職員（以下「短時間勤務支
援職員」という。）について、令和６年４月１日以降、下記のとおり取扱いを変更しますの
で、遺漏のないようお取り計らい願います。 
これに伴い、令和４年８月３１日付け「国立大学法人京都大学支援職員就業規則に定める

短時間勤務支援職員の取扱いについて」は廃止します。 
 

記 
 
１．短時間勤務支援職員の概要 
・支援職員について、大学が認めた場合は、所定勤務時間を１週間（日曜日から土曜日ま
でとする。以下同じ。）につき３０時間とすることができる。なお、部局の選考審査によ
り推薦者を決定する型式（以下「部局推薦型選考」という。）により採用された支援職員
については、大学が特に認めた場合は、所定勤務時間を１週間につき３０時間未満とす
ることができる。 

・短時間勤務支援職員の俸給月額は、その者の所定勤務時間を１週間につき３８時間４５
分とした場合における俸給月額に、その者の１週間当たりの勤務時間を３８.７５で除し
て得た数を乗じて得た額（１円未満切捨て）とする。 

・短時間勤務支援職員の扶養手当、住居手当、単身赴任手当、寒冷地手当及び職務付加手
当については、それぞれの手当の金額に、その者の１週間当たりの勤務時間を３８.７５
で除して得た数を乗じて得た額（１円未満切捨て）を支給する。 

・週５日未満勤務の短時間勤務支援職員について、年次休暇等は勤務日数に応じて比例付
与する。 



２．短時間勤務に係る手続き 
・１週間の所定勤務時間を変更する場合（短時間勤務をフルタイム勤務に変更する場合を
含む。）には、変更日の１ヶ月前までに、別紙１「支援職員の短時間勤務について」を人
事部に提出するものとする。 
なお、採用日から所定勤務時間を１週間につき３８時間４５分未満とする場合は、別途
配置申請書により短時間勤務に係る申請を行うこととなるため、別紙１の提出は不要と
する。 

 
３．短時間勤務支援職員の勤務時間の取扱い 
・短時間勤務支援職員の勤務時間の取扱いについては、以下のとおりとする。 
（１）１週間の所定勤務時間は３０時間、１日の勤務時間は６時間、始業時間は午前 9時、

終業時間は午後４時、休憩時間は正午から午後 1時とする。また、就業規則第１５
条の規定により、国立大学法人京都大学教職員の勤務時間、休暇等に関する規程（平
成１６年達示第８３号。以下「勤務時間等規程」という。）第１１条が準用されるた
め、土曜日及び日曜日が週休日となる。 

（２）上記（１）に係わらず、業務の都合上必要がある場合には、就業規則第１５条第２
項に規定する特定短時間勤務支援職員として、１日の勤務時間並びに勤務の始業
及び終業の時刻を当該短時間勤務の内容に従って定めることができる。ただし、部
局推薦型選考により採用された支援職員でない場合は、週３０時間未満の勤務や、
週５日未満の勤務とすることは不可とする。 

（３）上記（２）の場合、勤務時間は曜日ごとに固定とし、原則１時間単位で設定する。
なお、１日の勤務時間を７時間４５分とすることができる。ただし、就業規則第２
４条の規定により、勤務時間等規程第１１条が準用され、特定短時間勤務支援職員
であっても土曜日及び日曜日は週休日となることから、土曜日及び日曜日に勤務
時間を設定することはできない（週休日の振替や１箇月単位の変形労働、超過勤務
命令等により、個別に対応することは可）。 

（４）上記（３）によりいずれかの曜日の勤務時間を７時間４５分とした者について、１
週間の勤務時間を３０時間とするために、他の曜日の勤務時間を１５分単位とす
ることができる。 

 
４．部局推薦型選考により採用された支援職員の勤務時間の取扱い 
・上記３に係わらず、部局推薦型選考により採用された支援職員の勤務時間の取扱いにつ
いては、以下のとおりとする。 
（１）所定勤務時間を１週間につき３０時間とする場合であっても、週５日未満の勤務と

することができる。 
（２）当該者に特別な事情がある場合に限り、所定勤務時間を１週間につき週３０時間未

満とすることができる。 
（３）１週間の所定勤務日数は１日以上５日以下とする。 



（４）勤務時間は曜日ごとに固定とし、原則１時間単位で設定する。なお、１日の勤務時
間を７時間４５分とすることができる。ただし、就業規則第２４条の規定により、
勤務時間等規程第１１条が準用され、特定短時間勤務支援職員であっても土曜日
及び日曜日は週休日となることから、土曜日及び日曜日に勤務時間を設定するこ
とはできない（週休日の振替や１箇月単位の変形労働、超過勤務命令等により、個
別に対応することは可）。 

（５）いずれかの曜日の勤務時間を７時間４５分とした者について、１週間の勤務時間を
１時間単位の時間とする場合に限り、他の曜日の勤務時間を１５分単位とするこ
とができる。 

（６）１日の勤務時間が６時間を超える場合は少なくとも４５分、８時間を超える場合は
少なくとも１時間の休憩時間を勤務時間の途中に設定する。なお、特別な事情があ
る場合を除き、２時間を超える休憩時間は原則として設定しないこととする。 

（７）所定勤務時間について、月単位での変更のみ可とし、月途中での変更は不可とする。
なお、特定短時間支援職員側が希望し、所定勤務時間を減少する必要が生じた場合
は、別紙２「同意書」を人事部に提出するものとする。 


